
第5回日仏原子力専門家会合の概要 (メ モ)

_          平成8年 6月 3日

日本原子力産業会議

第5回自仏原子力専門家会合 (N-20)は、さる5月 23日 (本)、 24日 (金)の

両日(フランスのシャンパーニュ地方マルヌ県エベルネニにて開催されれ

この専門家会合は、原子力をとりまく内外の環境が複雑化しているなかで、日仏両国の

関係者力ヽ 原子力開発計画やその背景となる基本的考え方について、率直に意見や情報を

交換することにより、両国および世界の原子力開発の円滑な推進に寄与することを目的と

して、開始された非公式の討論会である。1991年 (平成3年)9月に第 1回 (仏サク

レー)を開始して以来ミこれまで1992年 10月に第2回 (奈良)、 1993年 10月
に第3回 (仏ギャール県二‐ム)、 94年 11月に第4回 (金沢)を開催している。

会議には、P.ドレス仏電力公社 (EDF)総裁代理、鈴木篤之東京大学教授をはじめ

として、日仏から政府、研究開発機関(電力、メ

「

カー等の専門家が23名参加し、高速

炉開発戦略、核燃料サイクルとプルトニウム利用、放射性廃棄物問題、原子力産業の将来

展望、放射線防護の考え方および国際問題等のテーマについて、双方からの発表を踏まえ

て活発な意見交換が行われた。会議の成果は、両議長名の共同声明としてとりまとめれ

会議の翌日、日本側の一部参加者は、EDFの最新型原子炉、N4型PWRシ リーズの1

基目にあたるショーB原子力発電所 (151.5万 kW、 現在試運転中)を見学しれ

以下に会合の内容につき、フランス側の状況を中心に概要を紹介する。

1″ 高速実証炉スーパーフェニックス (SPX)は、1986年に運転を開始して嫌
10年間、技術的、政治的問題が生じ、停止と運転を繰り返している。 1994年 8月

に約4年ぶりに再臨界した後は、出力を上昇させ、本年5月 3日 に保守と制御棒交換の

ため計画停止した。同炉は、TWh当たり大体30kgの Puを生産 (増殖)している

力ヽ 今後、径方向および軸方向のプランケットの取外しや炉心変更によって、2005
年頃には約15kgを消費する計画である。

同炉を用いて、CAPRA計画 (プルトニウム燃焼度増大研究)、 SPIN計画 (マ

イナーアクチニ ドの分離・消滅研究)を進めている力ヽ これらと平行してKAP(知識

獲得プログラム)を 2004年をめざして実施中である。このプログラムによって、高

速炉におけるシステムとコンポーネント、燃料の検査および事故分析について工業規模

での実績をつみ、将来的には欧州高速炉 (EFR)に役立てたいとしている。

SPXの役割については、政府の特別委員会で検討がおこわれており、本年 7月頃に

報告書が提出される予定である力ヽ 当面はこれらの研究計画を中心に実験炉として供さ

れ、研究成果が出そろった2005年頃に増殖炉への転用も含めて検討される見込みで

ある。

わが国の高速増殖炉開発に対しては、ナトリウムの取扱いをはじめとするフランスの
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経験が役立てられるよう_層日仏協力を進めることが確認されるとともに、もんじゅ事
故対応については開発体制の整備と情報公開が必要であると提言された

2.フランスでは、昨年末までに7基の発電炉にMOX燃料の装荷がおこなわれており、
:今後は、90万 kW級の発電所28基 (すでに許可済みが9基と公開ヒアリング待ちの
112基を含む)にMOX燃料を利用する予定である。ヨTロ ッパでは、MOX燃料装荷
が順調に進んでおり、 ドイッ6基 (72年～)、 ベルギー2基 (95年～)、 スイス2
基 (88年～)ですでに利用されている (96年 1月現在合計で470t)。 ラアーグ
再処理工場で生成したブルトニウムは、カダラ,シュ、メロックスおよびデッセルの3
施設でMOX燃料に加工され、今後関連の研究を進めっつ設備容量を拡大していく一方、
プルトニウム利用にあたっては常に一般への広報活動が欠かせないとしてぃる。

3。 1991年 12月 30日 に「放射性廃棄物管理の研究に関する法律」 (いゎゅるバタ
イユ法)力滞J定された。この法律に基づき高レベル廃棄物や長寿命核種を処理処分する
ための長寿命核種の分離 ,消滅研究 (SPIN計画)、 深地層処分、および長期にわた
る中間的地表貯蔵にういて研究を進めている。
深地層処分については、放射性廃棄物管理機構 (ANDRA)が中心となり、199

3年からメディエーター (廃棄物交渉担当官)のバタイュ国民議会議員 (社会党)力地
方自治体と協議を重ねていた力ヽ 本年5月 13日にフランス政府はANDRAに対して
地 卜研究所のサイトとして3地点を申請することを正式に認めれ 今後、研究所の建訳
各種研究を経て、2006年には研究成果の総括と地下研究所のサイトのうちのいずれ
かを最終処分場として許可する新法「処分法」ヵ滞J定されることが期待されている。現
同法には、完了期限の2006年が明示してあるため、関係者一同がこの日程にむけて
努力中とのことである。

なお、同法では、直接処分を含む高レベル廃棄物管理の全選択肢について検討するこ
とを求めており、産業界としては核燃料サイクル路線を堅持しつつも中間貯蔵も視野に
いれながら、処理処分技術の信頼性を向上させていく姿勢が表明された
同様に、同法のもとでSPIN計画がCEAを中心に進められており、研究室規模な

がらセシウムとその同位体の選択的抽出技術が最近考案された。関係者は、本手法の拡
大をめざしており、本分野での日本との協力を強く期待している。

4.近年、フランスの原子力開発は、電力需要の低迷 (200o年までは、年間伸び率2
%、 それ以降は1.5%の見通し)、 輸出電力需要の減少、総発電電力に占める原子力
シェアの飽和等を理由に、建設中のN4シ リーズ4基以後は新規発注が途絶えている。
このため、産業界は、業務の多角イk国際協力、海外進出を進めて技術維持、利潤獲得
をはかっている。

将来炉としては、1989年以来ドイツとの協力で欧州加圧水型炉 (EPR)を研究
開発しており、 1995年から2年間の予定で基本設計に入った 現在ミECCモーR
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全体配置、安全性全般t炉心設計、力学分析を終えつつあり、97年中頃に最初のコス

トが概算される。 ドイツが資金面で前向きの印象であり、2000年から原型炉をドイ

ツに建設後、海外での新規発注に期待が表明された。

アジア市場としては、フラマトムは中国において大亜湾 (運転中2基)、 嶺澳 (建設

中2基)の受注実績をもっている力ヽ 経済発展に伴いエネルギー需要が増大するアジア

諸国においては原子力の新規建設の動向をとらえて積極的に進出していきたい意向であ

る。供給国側も単に競争するだけでなく、相手国の政策、安全規制を尊守しつつ、安全

基準などで強調する必要があるとの考えも表明され、今後も引き続き話し合うこととな

ったち

他の欧米諸国と同様ミフランスにおいても天然ガス複合サイクル (CCGT)力銅

なエネルギー源として注目されており、原子力は,層のコスト削減を迫られている。日

安として、原子力発電コストを既存のエネルギーょりも5%以上は安く保つことが重要

と考えられている。

5。 本年5月 13日 に欧州評議会は、 ICRP60勧 告の取り入れを承認し、これにより

フランスも一定の猶予期間をおいた後、新基準を導入することとなった。さきにフラン

ス科学アカデミーは、1995年にICRP60の 科学的根拠に疑間を表明していた力＼

新基準がウラン鉱山以外の原子力産業には支障がないことから、EU統合を目前に政治

的判断を優先させた経緯が説明された。過剰な原子力規制は、チェルノブイリ事故を例

にとるまでもなく誤った放射線への恐怖やリスク評価を招き、ひいては健全な原子力開

発の妨げとなっていることから、放射線のリスクについては最近の細胞学的成果等をお、

まえて、人間生活の常識にかなった考え方が台頭しつつあることが紹介された。

6。 原子力発電所解体から生じる廃棄物の大半 (98%、 燃料は除く)は、極低レベル廃

棄物および非放射性廃棄物であるため、フランスではあえてしきい値を設定せずに合理

的な処分方法を模索中である。日仏力ヽ 来世紀初頭に軽水炉の解体措置をおこなうにあ

たっては、相互の経験や情報交換が有益であることが確認されるとともに、極低レベル

廃棄物処分については、しきい値による分類をおこなうよりもリサイクル資源として有

効に活用する考え方が現実的であることで一致した。

7。 そのほ力＼原子力をとりまく国際問題として、核兵器解体から生じる核物質の取扱い、

余剰プルトニウムの考え方、包括的核実験禁止条約 (CTBT)締結にむけた国際動向

について意見交換した。

○添付資料 :第 5回日仏原子力専門家会合 (N-20)参加者名簿

同 プログラム

同 議長共同声明 (英文)

6馨蒙森 ―玖 )
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第 5回 日仏原子力専門家会合 (N-20)参 加者名簿

(敬称略、順不同)

日 本 側

鈴木 篤之     東京大学工学部システム量子工学科教授 (議長代行)

秋元 勇巳     三菱マテリアル(株)社長

荒井 利治     日本ニユク■ア・フユエル(株)社長

池亀 亮      東京電力(株)副社長

石井 裕晶     通商産業省資源エネルギー庁国際原子力企画官

北田 幹夫     関西電力(株)副社長

永野 博      科学技術庁原子力局調査国際協力課長

浜崎 一成     日本原子力発電 (株)副社長

堀  雅夫     動力炉・核燃料開発事業団プロジェクト参事

松浦 祥次郎    日本原子力研究所副理事長

森  一久     日本原子力産業会議専務理事

(言+1 14釜 )

*村田 浩原産副会長はく者F合により欠席。

フランス側

P.ド レス     仏電力公社(EDF)総裁代理

R.カ ール     世界原子力発電事業者協会(WANO)議長

N.カマルカ    仏原子力庁(CEA)核燃料サイクル局長

B.バレ      仏原子力庁(CEA)原子炉局長

T.デュジャルダン 仏原子力庁 (CEA)国際局次長

M.ア レーグル   放射性廃棄物管理機構(ANDRA)会長

X.ウ ワン     産業・郵政・電気通信省エネルギー資源総局原子力部長

」。バロー     フラマトム社北東アジア国際事業担当副社長

」。 P.ルジョー  コジェマ社マーケティング・販売担当副社長

J.L。 リコー   コジェマ社再処理担当副社長

M ルロア     ストラスプール大学工学部教授

R.カ ビティニ   在日フランス大使館原子力参事官

(計 12名 )
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第5回日仏原子力専門家会合 (N-20)プ ログラム
1996(平成 8)年 5月 23日 (木 )～ 24日 (金)於 ランス、エベルネー

開会挨拶 仏電力公社(EDF)P.ドレス総裁代理
東京大学工学部   鈴木篤之教授

ル トニウム

0フ ランスにおける高速炉開発について WANO R.カ ール議長
・ブルトニウム高含有燃料研究開発計画(PAC)と欧州高速炉計画(EFR)

CEA B.バ レ原子炉局長
・フランスのプル トニウム利用政策 (再処理t MOX燃料利用等)

コジェマ社 J.L.リ コー副社長
・高速炉開発について(含 もんじゅ事故)科学技術庁 永野 博調査国際協力課長
・ もんじゅ事故についてコメント 動燃事業団 堀 雅夫 プロジェクト参事
。もんじゅ事故をめぐる社会的、政治的背景 東京電力(株)池亀 亮副社長
,原子力PA動向についてコメント 日本ニユクリア・ フユエル(株)荒井利治社長

(2)高レベル放射性廃棄物管理をめぐる最近の動き
・高レベル放射性廃棄物管理法(バタイユ法)をめぐる最近の動き

ANDRA M アレーグル会長・ CEA N.カ マルカ燃料サイクル局長
・ 日本側コメント 東京大学工学部 鈴木篤之教授

・欧州加圧水型炉(EPR)フ ラマトム社 J.バロー副社長
・ 日本の将来型軽水炉の開発展望 日本原子力発電(株)浜崎 一成副社長

(2)原子力産業の課題 (技術能力維持、輸出問題)

・原子力産業の将来展望 産業・郵政・電気通信省 X.
・原子力発電所の保守ならびに輸出業務 フラヤトム社
0ア ジア地域の原子力発電の安全確保について

通商産業省資源エネルギー庁 石井 裕晶国際原子力企画官

に関する考え

・低線量放射線被ばくに関する規制について
産業・郵政・電気通信省 X.ウ ワン原子力部長

・ 日本側コメント 日本原子力産業会議 森 一久専務理事
(2)廃炉に伴う極低レベル放射性廃棄物管理の考え方
・フランスの考え方 EDF P.ド レス総裁代理
0日本の考え方 日本原子力研究所 松浦 祥次郎副理事長

・燃料加工業者のウラン廃棄物問題についてコメント
日本ニユクリア・フユエル(株)荒井 利治社長

4。 国際環境その他
(1)核不拡散、解体ブルトニウム利用、プルトニウム管理等
・国際情勢 CEA T。 デュジャルダン国際局次長
・解体ブルトニウムのMOX燃料リサイクル計画(AIDA)に ついて

コジェマ社 J.P。 ルジョー副社長
・原子力をめぐる国際環境

関西電力(株)Jヒ田 幹夫副社長
三菱マテリアル(株)秋元 勇巳社長

(2)次回開催について (1997年 於日本予定)他

ウワン原子力部長
J。 バロー副社長

サイクル
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